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というのは，企業が銀行から借り入れするのは，
手元の資金と借り入れ以外の収入の合計額が借
入金返済以外の支払額に不足している場合であ
り，反面余裕があると判断した場合には，余剰
資金を借入金の返済に回す，というのが基本的
な金繰りの常遺である。したがって，企業の支
払能力の分析は，基本的には借入金の収支以外
の収支の状況を克ることが必要である砒〕。その
意味で，借入金収支を財務活動による収支とし
て別に分類，表示している六分法（活動別分類
表示）は，四分法よりも支払能力の分析に有益
だといえる。さりとて，その分類表示だけでは
満足しうる情報を提供しえないというのが，一
般的な見解である。なぜなら，借入金収支に代
表される財務活動収支を除く収支の部分は，支
払能力を分析するためには，さらに業務活動を
照らして分類する必要があるからである。例え
ば，森脇氏は「運転資金」・「基礎資金」・「財
務資金」冊〕、国弘教授は「経常収支」・「設備
などの収支」・「財務関係の収支」眉4〕，武田教
授は「営業活動に伴う収支」・「投資活動に伴
う収支」・「資金調達活動に伴う収支」砧〕と，
それぞれいわゆる三部制を提唱されている。
　以上，金繰表の支払能力の表示に対する評価
は，一般的に消極的なものである。例えば，武
田教授は，「資金繰表の基本的課題は，短期支
払能力の評価．に必要な情報を提供することであ
る。」と，その目的を指摘し，「資金繰表は資金
収支の調節（遣り繰り……中村）の結果を示す
が，短期支払能力の評価（いつ，どのように遣
り繰りしたか・・一中村）に必要な情報提供機能
は十分でない。」冊〕と評価されている。しかし，
四分法と六分法とでは，前述したように，事情
は異なる。つまり，四分法の金繰表は，ただ期
　　カネ問の金の流れを直接的に総額で示すかぎりで支
払能力の分析に供するものであって，そ’の収支
尻をみるには便利であるが，その過不足の源泉
いいかえれば，具体的な遣り繰りそのものを判
断するには適さない。しかるに，その企図する
ところは，上記（A）式の成立を前提に，当月
繰越資金額と貸借対照表の「現金及び預金」額
との一致を拠り所に財務諸表との連結を持た
せ，関係財務数値の信愚性を検証することにあ
る。これに対し，六分法は，四分法よりは支払
能力の分析に供することに注意がそそがれてい
る。それ故，実例に示したキャノン社のように，
最近の金繰実績は四分法による金繰表，今後の
資金計画は六分法による金繰表，これらをワ
ン1セットで金繰状況が報告されていることは
考慮に値する。とくに今期の資金繰実績と前期
に作成した今期の資金計画との比較考察は，有
益であると思われる。最後に，前述したように，
金繰表及び資金繰表の表示様式は多様である
が，その基本的な展開を示すと，第7表の通り
である。なお，1987隼の改正省令の資金収支表
の様式は，六分法一②を発展させたものだと思
われる。
お　わ　り　に
　第二次世界大戦後のインフレーション下にお
ける企業の金詰まりに対処するため，また商法
改正に伴う証券発行の機動性付与も影響し，有
価証券の募集または売出しに関わる報告書また
は届出書に登用されたのが，当時すでに銀行の
与信分析及び経営者の資金管理分析の際に利用
されていた＜金繰表〉である。
　　　　　　　　　　　カネ　本来，“金繰り”とは，金の“遣り繰り，工夫，
工面”研〕のことであり，金繰表はその実態を写
像したものである。しかし，これまで考察した
ように，事情は必ずしもそうではなかった。
　　　　　　　　　　カネ　大友氏の分析では，金の内容と様式との関係
が示されていないので，最適な組合せは想定す
るしかなく，四分法では貸借対照表の「現金及
び預金」，六分法では「現金及び自由に使用可
能な預金」がそれぞれ最適な組合せと考えられ
る。そこで，両者の特色を要約すると，次の通
りである。
　四分法の金繰表は，一定期間（月毎及び6ヶ
　　　カネ　　　　　　　　　　　　　　　　　カネ月）の金の遣り繰りの結果を，金の収入と支出
の実績で対応表示したものである。その意図す
　　　　　　カネるところは，金の内容を「現金及び預金」に求
わが国の証券取引法における資金情報開示の序説
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め，貸借対照表上の「現金及び預金」額と一致
させることで，財務諸表との連結表たる性格を
有するものとする点にある。この場合，実務で
は，支払能力の分析に関わって，「現金及び預金」
の残額はもちろんのこと，そのうち使用不能預
金額と正味使用可能預金額を分けて明示する企
業もある舶〕。しかし，いずれにしても，損益計
算書が貸借対照表の当期利益を説明するよう
に，それは，貸借対照表の「現金及び預金」の
みの変化を説明するにすぎず，一般に評価され
ているように現金（預金を含む）収支計算書の
性格を強くしているのに対し，六分法の金繰表
は，企業の他人資本依存とくに借入れ依存を反
映し，借入れ収支（財務収支）とその他の収支
（経常収支）を分類，表示することで，前者よ
りは金繰りの実態を反映しているが，それ自体
も最小限の分類であって，企業活動の規模の拡
大と質の変化における遣り繰りの実態には対応
できない。
　つまり，金繰表は，正味運転資本のようなス
トックではなくフロー概念に基づいている長所
を有してはいるが，“帯に短したすきに長し”で，
本来の性格（遣り繰り）をさらに強くするのか，
それとも財務諸表的性格（連結表）をのばすの
か，どちらかに徹底されるべきである。かかる
観点からいえば，1987年の改正時まで，四分法
が指示されてきたことは，それまで財務諾表的
性格が重視されてきたものといえる。しかし，
それは大蔵省側の思惑が前面にでたものであ
る。金繰表を主要な財務諸表の一つに位置づけ
るためには，かかる問題を解決することが先決
であり，その際，経済的環境と制度的環境を考
慮することが必要になる。これらの問題につい
ては，いずれ稿を改めて，金繰表（資金収支表）
を主要な財務諸表の一つにすることが妥当なの
かどうか，ということで考察したい。
　　　　　　　　　　注
1）吉村光威　『ディスクロージャーを考える」日本
　経済新聞社　ユ99ユ年　27－29ぺ一ジ。
2）これは，企業のディスクロージャー三原則と呼ば
　れているもので，谷村裕氏が，東京証券取引所の理
事長時代に，「公平・正確・迅速」といったことに始
　まる。それは，次のように解されている。
　　第一の「公平の原則」とは，情報を一定のルール
　　　であまねく公平・平等に一定の基準で公表す
　　　ること。
　　第二の「正確の原則」とは，情報の一部分のみ，
　　　誤解をもたらす情報あるいは虚偽の情報を公
　　　表するのではなく，全体的・確実性のある情
　　　報を公表すること。これはユーザーの機会均
　　　等に関連する。
　　第三の「迅速の原則」とは，情報の価値，秘密性
　　　を保持するため，情報を迅速に公表すること。
　　　これは第一の原則に関連する。
　（『同上書』　60－63ぺ一ジ）。
3）上田善久　「企業内容開示制度の見直し」『商事法
　務』　1963年6月，9ぺ一ジ。
4）竹中正明　「資金調達の変遷と商事法」『商事法務」
　ユ990年10月　48ぺ一ジ。
5）・6）荒巻健二　「ディスクロージャー制度の変遷」
　『商事法務』　ユ990年10月　55ぺ一ジ。
7）吉村光威　『前掲書』70－72ぺ一ジ。
8）鈴木・河本　『証券取引法・金融法』（法学全集）
　有斐閣　昭和43年　24ぺ一ジ。なお，これまでの規
　則には金繰状況の開示規定は記載されていない。
9）新井清光　「財務報告の充実に関する中間報告に
　ついて」『税経通信」　ユ987年ユ月　33ぺ一ジ。
1O）「中間報告」としての理由は，次の新井教授（企業
　会計審議会第一部会長）の説明に明らかにされてい
　る。「今回の審議は，〈まえがき〉で述べたように，
　有価証券報告書などに記載されるべき正規の財務諸
　表に関する本格的な検討（作成基準や監査基準の検
　討など）を予定していなかったし，またそのような
　本格的な検討をするにはいまだ必ずしも客観的な条
　件が整っていない（例えば，わが国だけでなく米国
　などにおいても資金計算書とか財政状態変動表のあ
　り方についての議論，その作成基準などが固まって
　いない）ので，小委員会としては，上記（改善案
　　・中村〕のような提案にとどめ，一・省略・…・・」
　た（「同上論文」　35ぺ一ジ）。
　　そして，このような限定された課題になった理由
　として，兼田克幸（大蔵省証券局企業財務課企画係長）
　氏は，次のように説明している。「なお，今回の小委
　員会報告がく中間報告〉という形でとりまとめられ
　ているのは，このたびの審議がディスクロージャー
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　制度の全般的な見直しの一環として行われてきた経
　緯等を考慮したことによるものである（「中聞報告」
　前文参照）。つまり，ディスクロージャー制度の全般
　的な見直しの方向づけがユ0月下旬を目途に進められ
　たことから，これに合わせて一応の取りまとめを行
　うという趣旨で中間報告とされている。」（兼田克幸
　「証券取引法に基づくディスクロージャー制度にお
　ける財務情報の充実について一企業会計審議会第一
　部会小委員会中間報告の概要一」『税経通信』
　1987年1月　40ぺ一ジ）。
1ユ）1987年の改正後，ユ988年5月に証取法が改正され．
　同第2章名が「企業内容等の開示」に，さらに同隼
　9月省令各自体が「企業内容等の開示に関する省令」
　（開示省令）に改正される。
12）武田安弘　「資金繰表開示の実態と問題点一電気
　機器業と製紙業を中心に一」『地域分析』愛知学院大
　学経営研究所　1987年3月　13ぺ一ジ。
13）新井清光　「財務諸表報告の充実に関する中間報
　告について」　『税経通信』1987年1月　35ぺ一ジ。
　　F　A　S　B95号でいうところの“キャッシュ”は，
　現金及ぴ現金等価物である。これに対し，「中問報告」
　でいうところの資金は，現金預金及ぴ市場性のある
　一時所有の有価証券である。従来に比べ，アメリカ
　ではその概念は狭義なものとなり，日本では若干広
　義となったので，両者の隔たりは狭くなったと評価
　されている。しかしながら，日本の市場性ある一時
　所有の有価証券の内容は，アメリカの現金等価物の
　概念よりかなり広いと指摘されている（鎌田信夫
　「資金収支表による資金情報の開示」　『企業会計」
　1989年1月　64ぺ一ジ）。
14）有沢広巳監修　『日本産業百年史一復興から高度
　成長まで一（下）』（日経新書）　昭和42年　6－7ぺ一
　ジ。
ユ5）「復金融資」とは，経済不安を克服するため，1946
　年8月ユ日，後にく復興金融公庫〉（1947年1月24日）
　に発展する日本興業銀行内のく復興金融部〉の政府
　資金による特別融資のこと（有沢広巳『前掲書』9，
　15ぺ一ジ）。また「米国対日援助見返り資金特別会計」
　とは，援助物資の民間売り払い代金を積み立て，通
　貨・財政の安定・経済再建という二つの目的のため
　の支出のこと（『同上書』　24ぺ一ジ）。
16）「傾斜生産方式」とは，一切の政策を基礎産業部門
　の石炭・鉄鋼に集中させ，一定期聞，両部門の物資
　交流（石炭一鉄鋼　石炭一鉄鋼）を政策的に拡大し，
　両部門間の増産が及ぽす多産業への波及的効果を
　狙ったもの（『同上書』　14－15べ一ジ）。
17）ドッジ・ラインで有名なのは，あの懐かしい1ド
　ルー360円の単一為替レートが設定されたことである
　　（『同上書」　23ぺ一ジ）。
ユ8）「石炭が22年度には復金融資額の35％，23年度には
　38％を占め、いずれも全作業のなかで第1位」で，
　金額にして，「設備32億円，運転145億円，合計473億
　円」で，この復金は1958年に解散された（『同上書』
　ユ7，32ぺ一ジ）。
ユ9）太田哲三　「金詰りと金繰り会計」　『企業会計』
　ユ949年2月　9ぺ一ジ。
20）・2ユ）「同上論文」　11ぺ一ジ。
22）奥村誠治郎　　『金繰りの会計」（中経文庫）中央経
　済社　昭和28年　　「はしがき」4ぺ一ジ。
23）武田安弘　「わが国における資金会計の発展（皿）」
　『地域分析』愛知学院大学経営研究所　ユ98ユ年1月
　22ぺ一ジ。
24）東洋経済新報社編集部　『東洋経済新報』ユ952年
　ユ月29日　38ぺ一ジ。
25）東洋経済新報社編集部　『東洋経済新報』1952年
　2月23日　34～37ぺ一ジ。
26）村山徳五郎　「キャッシュフロー計算書と資金収
　支表の研究序説」　『企業会計』1988年7月　88ぺ一
　ジ。
27）同氏の説明によれは，証券取引委員会事務局に在
　籍されたことのある浅地芳年氏（元大蔵省証券局財
　務二課長，後に公認会計士協会心理室〕に当時の事
　情をうかがったが，浅地氏は直接に知らないという
　ことで，浅地氏から0氏にたずねての返事である（「同
　上論文」　87ぺ一ジ）。
28）藤巻治吉　「損益計算と資金収支との関係の把握
　一〈勘定足りて，銭足らず〉の分析一」　『会計』
　1953年10月　113－121ぺ一ジ。同氏の資金繰簿記と
　は，まず期問中の取引を，資金取引（資金く現金預金〉
　の収支を伴う取引）と振替取引（資金の収支を伴わ
　ない取引）との二つに分類する。さらに，資金取引を，
　損益取引（元入引出によらず資本の増減をもたらし，
　同時に同額の資金の収支を引き起こす取引）との二
　つに分類する。このような取引の分類を，資金欄を
　設定している合計残高試算表で行い，その資金欄を
　基礎に資金繰（実績）表を作成しようとするもので
　ある。
29）太田哲三　「資金繰表の検討」　『企業会計』
　1962年6月　4ぺ一ジ。
30）染谷恭次郎　『増補・資金会計論」中央経済社
　昭和56年（初版，昭和48年）　454－455ぺ一ジ。こ
　の調査は，昭和34年4月1日現在の東京証券取引所
　上場会社601社から，金融・保険・清算会杜を除いた
　563杜を対象に，質問書を郵送するとともに調査員を
　派遣して，質問事項に対する解答を求める方法によっ
　てすすめられた。（『同上書』　似8～459ぺ一ジ）。
3ユ）企業会計編集部　「キャッシュ・フロー・アナリ
　シスと資金表」　『企業会計』ユ962年6月　83ぺ一ジ。
32）大友信之　「資金繰り表をめぐる諸問題（証取法
　規則に関する問題点の解説・4）」　　『企業会計』
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　1954年11月　17ぺ一ジ。
33）「同上論文」　19ぺ一ジ。
34）「同上論文」　17ぺ一ジ。
35）竹中正明　「資金調達の変遷と商事法」『商事法務」
　｝990年10月5日　48－49ぺ一ジ。
36）大友信之　「前掲論文」　18ぺ一ジ。
37）企業会計編集部　「財務と会計」　『企業会計』
　1955年8月　67－68ぺ一ジ。
38）太田哲三　「前掲論文」（ユ949年）　59ぺ一ジ。
39）・40）・41）太田哲三　「前掲論文」（1962年）　4
　－5ぺ一ジ。
42）企業会計編集部　「前掲論文」（ユ962年）　87ぺ一
　ジ。
43）増田日出雄　「資金表の管理能力」『企業会計』
　1975年11月　48ぺ一ジ。
44）染谷恭次郎　　『前掲書」　166ぺ一ジ。なお，同教
　授は，現金資金運用表と資金繰表を同じものと考え，
　それらの現金概念について，次のように述べている。
　「現金資金なる概念は特別に説明することを要しな
　い。それは一般会計において現金と理解されている
　もののほか，通常支払手段として利用される当座預
　金もふくむ。この意味で「現金預金」といった表現
　をこれに用いることができる。しかしながら，定期
　預金などの貯蓄性預金や，小払もしくは釣銭として
　区別されている現金は，むしろかかる資金の一つの
　運用形態として理解し，これから除外するのが通常
　である。」と。そして，当座借越は「これより除外す
　るものとしてこの概念に加わると考えられる。」（『同
　上書』　165ぺ一ジ）。
45）大友信之　「前掲論文」　19ぺ一ジ。
46）「同上論文」　18ぺ一ジ。なお，ここでいう「企業
　の金融事情の実態とははなはだかけ離れている」と
　いうのは，同氏は，「流動性ある」の判断だけではな
　く，作成目的並びに様式如何によっては手形，拘束
　性資金も，さらには長期的な資産管理の目的に立て
　ば，売掛金，買掛金等の短期債権債務をも〈資金〉
　の内容として考慮すべきであるという（「同上論文」
　ユ7ぺ一ジ）。
47）染谷恭次郎　「わが国における資金会計の発展
　（I）」　『地域分析』愛知学院大学経営研究所
　ユ984年ユ2月　42ぺ一ジ。
48）広田　潤　「資金実務の現状と問題点」　『企業
　会計」1975年ユユ月　44ぺ一ジ。なお，同氏は，経常
　収支を用いた分析を，次のように説明する。「正常な
　関係にある場合，すなわち滅価償却等の非資金項目
　や運転資金の回転期問（または回転率）に異常な変
　動がないかぎり，経常収支の増減は，経常損益の増
　減に比例関係があるといえる。そこで，この関係を
　利用して，経常収支（または経常収支比率）と経常
　利益（または経常利益率）を数期間比較して異常性
　を発見し，さらにその異常性の生ずる原因を追求す
　るために売掛債権，たな卸資産，買掛債務等の回転
　期問や運転資金の変動率を算出していくのである。」
　そして，これら分析は，資金繰表または資金移動表
　から求められるというのである（「同上論文」　44－
　45ぺ一ジ）。
49）「同上論文」　45ぺ一ジ。
50）「同上論文」　37ぺ一ジ。
51）増田日出雄　「前掲論文」　48ぺ一ジ。
52）国弘員人　『経営分析大系3／流動性分析」中央
　経済社　昭和54年　3－4ぺ一ジ。
53）森脇　彬　『資金と支払能力の分析」税務経理協
　会昭和61年4－8ぺ一ジ。
54）広田　潤　「前掲論文」　43－44ぺ一ジ。
55）A　P　Bオピニオン第19号は，“Reporting　Cha㎎es　in
　Financia1Position”が正式名称であるが，この財政状
　態の変動を報告するスティトメントが，いわゆる資
　金計算書である。そして，その資金の概念は，財政
　状態のすべての変動を包括しうる‘一つの広い概念’に
　求められている。なお，詳細は，拙著　r資金計算
　史論」森山書店　1986年　第W章を参照されたい。
56）大友信之　「前掲論文」　22－24ぺ一ジ。
57）これは，キャノン㈱の第34期（昭楓30年1月1日
　一6月30日）の有価証券報告書のマイクロ・フィル
　ムからのコピーである。この金繰表は，「現金及び預
　金」概念に基づいて作成されている。ただし，脚注
　には，預金のうち500万円が短期借入金の担保に供さ
　れていることが記されており，支払能力の判断に有
　用である。表示様式は，単位は千円，6ヶ月の月別
　の金繰りの実績と計画が示されているのは，「省令」
　通りである。また，収入欄の科目数は当時としては
　常識の数であるのに対し，支出欄の科目数は当時と
　しては多いほうである。収入科目名は「省令」とは
　異なっているが，後日変更されて，「省令」通りとなっ
　ている。とくに資金計画の様式は，第μ期下期（昭
　和35年7月1日一12月’31日）には，六分法から四分
　法に変更されているが，その理由は定かではない。
58）大友信之　「同上論文」　ユ9ぺ一ジ。染谷恭次郎
　「資金繰表開示の実態と問題点一電気機器業と製紙
　業を中心に一」　『地域分析」愛知学院大学経営研
　究所1987年3月　15ぺ一ジ。この実態調査は，東
　京証券取引所第一部上場会社の昭和60年4月からユ2
　月，及び昭和61年1月から3月に決算期を迎えた電
　気機器業97社と，製紙業ユ8社の合計115杜の有価証券
　報告書総覧に記載されている資金繰表を対象として
　いる。
59）国弘員人　　『経営分析大系5／損益・資金分析」
　中央経済社　昭和57年　ユ32ぺ一ジ。
60）森脇　彬　『前掲書』　20－22ぺ一ジ。
61）武田安弘　「前掲論文」　16ぺ一ジ。
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62）森脇　彬　　『前掲書』　22ぺ一ジ。
63）『同上書』　24ぺ一ジ
64）国弘員人　『前掲書」　133ぺ一ジ。
65）武田安弘　「資金収支表の分析一理論的検討と
　実態分析一」『地域分析』愛知学院大学経営研究所
　1991年3月　64－65ぺ一ジ。市村教授は，「資金繰り
　表と資金繰り財務」について，次のように説明して
　いる。「資金繰り計画は，まず第一に，月次の現金収
　支を予測すること，第二に，現金収支の過不足額を
　判断するための基礎となる最低現金在高の必要額を
　決定すること，第三に，現金過不足の対応策を決定
　することが基本的な問題となる。これらの問題を効
　果的に処理するために，資金繰り表カ苛1」用されるの
　が一般的である。」そして，この使用目的に適してい
　るのが六分法であり，「われわれは，この六分法を積
　極的に推奨するものである。」と述べ，「さらに，六
　分法における財務領域の再分割が望ましいかも知れ
　ない。」と，三部制への考案を示唆している。（市村
　昭三　「第六章財務管理における資金フロー分析
　〈資金計画と資金繰り計画〉」黒沢　清　『体系近代
　会計学　W資金会計論』中央経済杜　昭和55年　220
　－222ぺ一ジ所収）。
66）武田安弘　「前掲論文」　35ぺ一ジ。
67）森脇　彬　『前掲書』　18－19ぺ一ジ。
68）企業会計編集部　「日本的資金管理の実態」　『企
　業会計』1962年5月　90ぺ一ジ。
（1993年4月16日受理）
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